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Ⅰ 地方公会計の統一的な基準による財務書類の概要 

財務書類の作成は、平成12年に貸借対照表等の作成モデルとして旧総務省方式が、平成18年

には基準モデル及び総務省方式改訂モデルが総務省より示され、その作成が推進されてきまし

た。しかし、多くの自治体が固定資産台帳の整備に着手していない状況や、複数のモデルが存

在することによる比較可能性等の課題を解消するため、平成27年１月に総務省は、すべての自

治体に対し、平成29年度までに総務省が公表した「統一的な基準」に基づく財務書類を作成す

ることを要請しました。本市においても平成27年度決算までは総務省方式改定モデルによる財

務書類を作成してきましたが、平成28年度決算からは、統一的な基準により作成しております。 

 

Ⅱ 財務書類４表について 

１ 財務書類４表の内容 

（１）貸借対照表 

会計年度末における行政資源となる所有資産と、負債等の財務状況を示したものです。 

（２）行政コスト計算書 

１年間に行政サービスを提供するために発生したコスト（費用）の内訳を示したものです。 

（３）純資産変動計算書 

   市税や地方交付税、国や県の支出金等で１年間の行政コストがまかなえたかどうかを示し

たものです。 

（４）資金収支計算書 

   １年間で発生した現金の出入りを「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の

３つの性質に区分し、示したものです。 

２ 財務書類４表の関係 

   財務書類の４つの表は、下図の矢印のとおり連動しています。 
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３ 作成基準 

（１）作成方法 

総務省から示された「統一的な基準」による財務書類を作成しています。 

 

（２）対象とする範囲 

   ア 一般会計等財務書類の対象範囲 

      一般会計 

   イ 全体財務書類の対象範囲 

      国民健康保険事業特別会計 

      介護保険事業特別会計 

      後期高齢者医療事業特別会計 

      下水道事業会計 

   ウ 連結財務書類の対象範囲 

      逗子市土地開発公社 

神奈川県後期高齢者医療広域連合 

      株式会社パブリックサービス 

      一般財団法人逗子市渡邊利三奨学金財団 

（３）基準日 

   令和６年度を対象とし、令和７年３月31日を作成基準日としています。出納整理期間にお

ける出納については、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

（４）基礎数値 

   一般会計等の歳入歳出データから複式仕訳を作成し、数値として使用しています。 

（５）固定資産の評価方法 

   総務省が示す「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき、取得原価が判明す

るものは取得原価に評価し直すなどの変更を行っています。 
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Ⅲ 財務書類の数値を用いた主な指標 

１ 歳入額対資産比率 ２．８年分 

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたスト

ックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合い

を把握することができ、割合が高いほど社会資本整備が充実していることを表します。 

（算定式） 

・資産合計÷歳入総額（※） 
※歳入総額＝資金収支計算書の各区分の収入＋前年度末資金残高 

 ２ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） ６０．５％ 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を算出するこ

とにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握す

ることができ、比率が高いほど資産の老朽化が進んでいることを表します。 

（算定式） 

・減価償却累計額÷（有形固定資産－土地等の非償却資産＋減価償却累計額）×１００ 

 ３ 純資産比率 ７３．７％ 

資産全体に対する現世代が負担してきた割合を把握することができ、高い純資産比率は、

現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したものといえます。 

（算定式） 

・純資産合計÷資産合計×１００ 

４ 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） ２３．８％ 

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による形成割合（公

共資産等形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負

担の程度を把握することができ、比率が低いほど将来世代に対して負担させていないことを

表します。 

（算定式） 

・地方債（※）÷（有形固定資産＋無形固定資産）×１００ 
※地方債＝地方債＋１年以内償還予定地方債 

 ５ 受益者負担の割合（受益者負担比率） ３．２％ 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金

額を表すため、これを経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対する直接的な

負担の割合を把握することができます。 

（算定式） 

・経常収益÷経常費用×１００ 

 

 



4 

６ 住民１人当たりの指標 

  （１）資産額  １，２８３千円 

（算定式） 

・資産合計÷住民基本台帳人口（※） 
※令和７年３月末日現在の住民基本台帳人口57,658人で算出 

   

（２）負債額    ３３７千円 

（算定式） 

・負債合計÷住民基本台帳人口（※） 
※令和７年３月末日現在の住民基本台帳人口57,658人で算出 

   

（３）行政コスト  ３５０千円 

（算定式） 

・純行政コスト÷住民基本台帳人口（※） 
※令和７年３月末日現在の住民基本台帳人口57,658人で算出 
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【様式第1号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 67,793,430   固定負債 17,218,009

    有形固定資産 64,343,380     地方債 13,714,357

      事業用資産 39,085,214     長期未払金 -

        土地 27,253,546     退職手当引当金 3,493,544

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 27,120,586     その他 10,108

        建物減価償却累計額 -15,472,200   流動負債 2,216,383

        工作物 39,374     １年内償還予定地方債 1,583,513

        工作物減価償却累計額 -25,289     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 319,484

        航空機 -     預り金 304,639

        航空機減価償却累計額 -     その他 8,747

        その他 - 負債合計 19,434,392

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 169,196   固定資産等形成分 71,595,957

      インフラ資産 24,501,083   余剰分（不足分） -17,051,991

        土地 17,152,342

        建物 5,391,673

        建物減価償却累計額 -4,398,270

        工作物 14,738,918

        工作物減価償却累計額 -8,526,066

        その他 140,099

        その他減価償却累計額 -70,190

        建設仮勘定 72,578

      物品 2,440,791

      物品減価償却累計額 -1,683,707

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 3,450,049

      投資及び出資金 1,071,910

        有価証券 11,784

        出資金 1,060,125

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 127,963

      長期貸付金 -

      基金 2,260,791

        減債基金 -

        その他 2,260,791

      その他 -

      徴収不能引当金 -10,615

  流動資産 6,184,929

    現金預金 2,323,178

    未収金 68,524

    短期貸付金 -

    基金 3,802,528

      財政調整基金 3,802,528

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -9,301 純資産合計 54,543,966

資産合計 73,978,358 負債及び純資産合計 73,978,358

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 20,868,877

    業務費用 11,107,776

      人件費 5,161,979

        職員給与費 3,834,885

        賞与等引当金繰入額 319,484

        退職手当引当金繰入額 226,469

        その他 781,141

      物件費等 5,675,999

        物件費 4,154,894

        維持補修費 197,485

        減価償却費 1,323,620

        その他 -

      その他の業務費用 269,798

        支払利息 54,537

        徴収不能引当金繰入額 1,663

        その他 213,598

    移転費用 9,761,101

      補助金等 2,080,857

      社会保障給付 5,272,509

      他会計への繰出金 2,403,026

      その他 4,708

  経常収益 664,503

    使用料及び手数料 298,962

    その他 365,541

純経常行政コスト 20,204,374

  臨時損失 302

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 302

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 20,195,741

    その他 -

  臨時利益 8,935

    資産売却益 8,935
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【様式第3号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 53,388,517 71,680,377 -18,291,860

  純行政コスト（△） -20,195,741 -20,195,741

  財源 21,351,190 21,351,190

    税収等 15,645,148 15,645,148

    国県等補助金 5,706,042 5,706,042

  本年度差額 1,155,449 1,155,449

  固定資産等の変動（内部変動） -84,420 84,420

    有形固定資産等の増加 1,308,468 -1,308,468

    有形固定資産等の減少 -1,323,923 1,323,923

    貸付金・基金等の増加 1,828,264 -1,828,264

    貸付金・基金等の減少 -1,897,230 1,897,230

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 0 0

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,155,449 -84,420 1,239,869

本年度末純資産残高 54,543,966 71,595,957 -17,051,991

純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 19,544,589

    業務費用支出 9,783,487

      人件費支出 5,164,738

      物件費等支出 4,352,379

      支払利息支出 54,537

      その他の支出 211,833

    移転費用支出 9,761,101

      補助金等支出 2,080,857

      社会保障給付支出 5,272,509

      他会計への繰出支出 2,403,026

      その他の支出 4,708

  業務収入 21,788,711

    税収等収入 15,640,601

    国県等補助金収入 5,559,355

    使用料及び手数料収入 299,171

    その他の収入 289,584

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 2,244,122

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,074,145

    公共施設等整備費支出 1,308,468

    基金積立金支出 1,745,677

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 20,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,000,252

    国県等補助金収入 146,687

    基金取崩収入 1,824,630

    貸付金元金回収収入 20,000

    資産売却収入 8,935

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,073,893

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,693,866

    地方債償還支出 1,685,119

    その他の支出 8,747

  財務活動収入 1,041,110

    地方債発行収入 1,041,110

前年度末歳計外現金残高 285,593

本年度歳計外現金増減額 19,046

本年度末歳計外現金残高 304,639

本年度末現金預金残高 2,323,178

    その他の収入 -

財務活動収支 -652,756

本年度資金収支額 517,472

前年度末資金残高 1,501,066

本年度末資金残高 2,018,538

10 
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 一般会計等財務書類 注記 

 

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･････････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･･････････････････････該当なし 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････取得原価 

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

該当なし 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物    10年～50年  

工作物  10年～60年  

物品     3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 
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③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース

契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末に自己都合により退職した場合に必要となる支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っ

ています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万  

円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいま

す。）なお、現金同等物には、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上

しています。 

 

2 重要な会計方針の変更等  

該当なし 

 

3 重要な後発事象  

該当なし 
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4 偶発債務  

該当なし 

 

5 追加情報  

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計  

② 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間にお

ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の状況は、次のとおりです。  

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― ― 5.9％ ― 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  

該当なし 

    ⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

331,854千円 

内訳 繰越明許費 331,854千円 

継続費の逓次繰越額 0千円 

   ⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 基金借入金（繰替運用） 残高 

該当なし 

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれ

ることが見込まれる金額   2,226,003千円 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

将来負担額 21,657,562千円 

充当可能財源等 22,180,167千円 

標準財政規模 13,636,343千円 

算入公債費等の額 1,153,637千円 

 

④ 地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

18,855千円 

 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

    純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

    ① 固定資産等形成分 

      固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 
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    ② 余剰分（不足分） 

      純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

①  業務・投資活動収支   1,145,813千円 

 

    ② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

  業務活動収支 2,244,122千円 

  投資活動収入の国県等補助金収入 146,687千円 

  未収債権、未払債務等の増加（減少）  4,888千円 

  減価償却費 △1,323,620千円 

  賞与等引当金繰入額（増減額）  △26,953千円 

  退職手当引当金繰入額（増減額）  29,712千円 

  徴収不能引当金繰入額（増減額）  71,981千円 

  資産除売却益（損） 8,633千円 

純資産変動計算書の本年度差額 1,155,449千円 

 

③ 一時借入金 

  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

   一時借入金の限度額      14,000,000千円 

   一時借入金に係る利子額           ― 

  

④ 重要な非資金取引 

該当なし 
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全体会計財務書類 
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【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 82,147,360   固定負債 26,312,121

    有形固定資産 77,497,242     地方債等 17,119,770

      事業用資産 39,085,214     長期未払金 -

        土地 27,253,546     退職手当引当金 3,493,544

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 5,698,807

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,715,218

        建物 27,120,586     １年内償還予定地方債等 1,845,321

        建物減価償却累計額 -15,472,200     未払金 218,887

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 39,374     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -25,289     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 337,623

        船舶 -     預り金 304,639

        船舶減価償却累計額 -     その他 8,747

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 29,027,339

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 85,949,888

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -25,060,297

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 169,196

      インフラ資産 33,894,399

        土地 17,167,796

        土地減損損失累計額 -

        建物 6,615,959

        建物減価償却累計額 -4,756,389

        建物減損損失累計額 -

        工作物 27,627,005

        工作物減価償却累計額 -12,918,460

        工作物減損損失累計額 -

        その他 140,099

        その他減価償却累計額 -70,190

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 88,579

      物品 8,302,368

      物品減価償却累計額 -3,784,740

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 99,520

      ソフトウェア 99,520

      その他 -

    投資その他の資産 4,550,599

      投資及び出資金 1,071,910

        有価証券 11,784

        出資金 1,060,125

        その他 -

      長期延滞債権 243,434

      長期貸付金 -

      基金 3,280,089

        減債基金 -

        その他 3,280,089

      その他 -

      徴収不能引当金 -44,834

  流動資産 7,769,569

    現金預金 3,663,505

    未収金 287,932

    短期貸付金 -

    基金 3,802,528

      財政調整基金 3,802,528

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 26,020

    徴収不能引当金 -10,415

  繰延資産 - 純資産合計 60,889,591

資産合計 89,916,930 負債及び純資産合計 89,916,930

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 8,935

    その他 -

純行政コスト 32,852,516

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 35

  臨時利益 8,935

  臨時損失 338

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 302

    使用料及び手数料 1,060,522

    その他 387,089

純経常行政コスト 32,861,113

      社会保障給付 5,272,949

      その他 4,708

  経常収益 1,447,610

        その他 284,538

    移転費用 20,851,603

      補助金等 15,573,946

      その他の業務費用 376,744

        支払利息 81,732

        徴収不能引当金繰入額 10,474

        維持補修費 253,092

        減価償却費 2,370,799

        その他 -

        その他 836,468

      物件費等 7,701,694

        物件費 5,077,803

        職員給与費 3,981,421

        賞与等引当金繰入額 334,324

        退職手当引当金繰入額 226,469

  経常費用 34,308,724

    業務費用 13,457,121

      人件費 5,378,682

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 59,753,899 86,775,967 -27,022,067 -

  純行政コスト（△） -32,852,516 -32,852,516 -

  財源 33,586,639 33,586,639 -

    税収等 21,490,220 21,490,220 -

    国県等補助金 12,096,420 12,096,420 -

  本年度差額 734,124 734,124 -

  固定資産等の変動（内部変動） -826,079 826,079

    有形固定資産等の増加 1,609,796 -1,609,796

    有形固定資産等の減少 -2,371,101 2,371,101

    貸付金・基金等の増加 2,157,467 -2,157,467

    貸付金・基金等の減少 -2,222,240 2,222,240

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 0 0

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 401,568 - 401,568

  本年度純資産変動額 1,135,691 -826,079 1,961,770 -

本年度末純資産残高 60,889,591 85,949,888 -25,060,297 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 285,593

本年度歳計外現金増減額 19,046

本年度末歳計外現金残高 304,639

本年度末現金預金残高 3,663,505

財務活動収支 -321,283

本年度資金収支額 678,359

前年度末資金残高 2,680,507

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 3,358,865

    地方債等償還支出 1,945,246

    その他の支出 8,747

  財務活動収入 1,632,710

    地方債等発行収入 1,632,710

    その他の収入 -

    資産売却収入 8,935

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,885,457

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,953,993

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,320,209

    国県等補助金収入 209,814

    基金取崩収入 2,081,460

    貸付金元金回収収入 20,000

  投資活動支出 4,205,666

    公共施設等整備費支出 2,201,013

    基金積立金支出 1,984,654

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 20,000

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 35

  臨時収入 -

業務活動収支 2,885,099

【投資活動収支】

    税収等収入 21,475,373

    国県等補助金収入 11,949,733

    使用料及び手数料収入 1,084,403

    その他の収入 295,174

  臨時支出 35

    移転費用支出 20,851,603

      補助金等支出 15,573,946

      社会保障給付支出 5,272,949

      その他の支出 4,708

  業務収入 34,804,683

    業務費用支出 11,067,946

      人件費支出 5,381,067

      物件費等支出 5,323,009

      支払利息支出 81,732

      その他の支出 282,137

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 31,919,549

20 
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 全体会計 注記 

 

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･････････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･･････････････････････該当なし 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････取得原価 

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

該当なし 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物    10年～50年  

工作物  10年～60年  

物品     3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 
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③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース

契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

ただし、公営企業会計においては、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末に自己都合により退職した場合に必要となる支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っ

ています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万  

円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいま

す。）なお、現金同等物には、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理  

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 ただし、公営企業会計においては、税抜方式によって

います。 

 

 

2 重要な会計方針の変更等  

該当なし 
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3 重要な後発事象  

該当なし 

 

4 偶発債務  

該当なし 

 

5 追加情報  

⑴ 連結対象団体（会計） 

  全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

後期高齢者医療事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

介護保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 - 

 

  ⑵ 出納整理期間 

    地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 なお、出納整理期

間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受

払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

  ⑶ 表示単位未満の取扱い 

   表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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連結会計財務書類 
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【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 82,399,881   固定負債 26,955,785

    有形固定資産 77,499,844     地方債等 17,759,916

      事業用資産 39,085,214     長期未払金 -

        土地 27,253,546     退職手当引当金 3,493,544

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 5,702,326

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,738,009

        建物 27,122,206     １年内償還予定地方債等 1,845,321

        建物減価償却累計額 -15,473,820     未払金 225,352

        建物減損損失累計額 -     未払費用 12,478

        工作物 39,743     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -25,658     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 337,623

        船舶 -     預り金 305,295

        船舶減価償却累計額 -     その他 11,940

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 29,693,795

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 86,215,739

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -24,829,886

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 169,196

      インフラ資産 33,894,399

        土地 17,167,796

        土地減損損失累計額 -

        建物 6,615,959

        建物減価償却累計額 -4,756,389

        建物減損損失累計額 -

        工作物 27,627,005

        工作物減価償却累計額 -12,918,460

        工作物減損損失累計額 -

        その他 140,099

        その他減価償却累計額 -70,190

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 88,579

      物品 8,318,669

      物品減価償却累計額 -3,798,439

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 99,570

      ソフトウェア 99,520

      その他 50

    投資その他の資産 4,800,467

      投資及び出資金 51,610

        有価証券 6,484

        出資金 45,125

        その他 -

      長期延滞債権 244,118

      長期貸付金 -

      基金 4,549,699

        減債基金 -

        その他 4,549,699

      その他 16

      徴収不能引当金 -44,976

  流動資産 8,679,767

    現金預金 3,899,799

    未収金 302,474

    短期貸付金 -

    基金 3,815,858

      財政調整基金 3,815,858

      減債基金 -

    棚卸資産 640,145

    その他 32,165

    徴収不能引当金 -10,673

  繰延資産 - 純資産合計 61,385,853

資産合計 91,079,648 負債及び純資産合計 91,079,648

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 8,935

    その他 1,879

純行政コスト 41,028,455

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 1,914

  臨時利益 10,814

  臨時損失 2,216

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 302

    使用料及び手数料 1,060,522

    その他 557,232

純経常行政コスト 41,037,053

      社会保障給付 5,272,949

      その他 4,983

  経常収益 1,617,753

        その他 400,488

    移転費用 28,858,171

      補助金等 23,580,240

      その他の業務費用 497,325

        支払利息 86,056

        徴収不能引当金繰入額 10,780

        維持補修費 254,554

        減価償却費 2,372,067

        その他 -

        その他 841,607

      物件費等 7,758,728

        物件費 5,132,107

        職員給与費 4,138,181

        賞与等引当金繰入額 334,324

        退職手当引当金繰入額 226,469

  経常費用 42,654,806

    業務費用 13,796,634

      人件費 5,540,582

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 60,183,490 87,009,119 -26,825,629 -

  純行政コスト（△） -41,028,455 -41,028,455 -

  財源 41,738,953 41,738,953 -

    税収等 25,780,588 25,780,588 -

    国県等補助金 15,958,365 15,958,365 -

  本年度差額 710,498 710,498 -

  固定資産等の変動（内部変動） -886,862 886,862

    有形固定資産等の増加 1,610,064 -1,610,064

    有形固定資産等の減少 -2,372,230 2,372,230

    貸付金・基金等の増加 2,163,822 -2,163,822

    貸付金・基金等の減少 -2,288,518 2,288,518

  資産評価差額 95,113 95,113

  無償所管換等 0 0

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -2,936 -1,631 -1,305 -

  その他 399,689 - 399,689

  本年度純資産変動額 1,202,363 -793,380 1,995,743 -

本年度末純資産残高 61,385,853 86,215,739 -24,829,886 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 285,593

本年度歳計外現金増減額 19,046

本年度末歳計外現金残高 304,639

本年度末現金預金残高 3,899,799

財務活動収支 -321,802

本年度資金収支額 701,999

前年度末資金残高 2,894,479

比例連結割合変更に伴う差額 -1,320

本年度末資金残高 3,595,159

    地方債等償還支出 2,585,391

    その他の支出 9,266

  財務活動収入 2,272,855

    地方債等発行収入 2,272,855

    その他の収入 -

    資産売却収入 8,935

    その他の収入 19,950

投資活動収支 -1,825,774

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,594,657

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,406,204

    国県等補助金収入 209,814

    基金取崩収入 2,147,505

    貸付金元金回収収入 20,000

  投資活動支出 4,231,978

    公共施設等整備費支出 2,201,281

    基金積立金支出 2,010,697

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 20,000

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 35

  臨時収入 -

業務活動収支 2,849,575

【投資活動収支】

    税収等収入 25,765,741

    国県等補助金収入 15,811,678

    使用料及び手数料収入 1,084,403

    その他の収入 457,894

  臨時支出 35

    移転費用支出 28,858,421

      補助金等支出 23,580,240

      社会保障給付支出 5,272,949

      その他の支出 5,233

  業務収入 43,119,716

    業務費用支出 11,411,685

      人件費支出 5,543,566

      物件費等支出 5,381,909

      支払利息支出 86,056

      その他の支出 400,153

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 40,270,106
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 連結会計 注記 

 

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･････････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの････････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定。） 

イ 市場価格のないもの････････････････････････取得原価 

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの････････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

個別法による原価法によっています。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物    10年～50年  

工作物  10年～60年  

物品     3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 
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③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース

契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金  

該当なし 

② 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

ただし、公営企業会計においては、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

期末に自己都合により退職した場合に必要となる支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っ

ています。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万  

円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 連結資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいま

す。）なお、現金同等物には、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理  

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 ただし、一部の連結対象団体（公営企業会計、株式

会社）においては、税抜方式によっています。 

 

⑼ 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理  

消決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の決算を

基礎として連結手続を行っています。 
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2 重要な会計方針の変更等  

 該当なし 

 

3 重要な後発事象  

該当なし 

 

4 偶発債務  

該当なし 

 

5 追加情報  

⑴連結対象団体（会計） 

連結会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

逗子市土地開発公社 地方三公社 全部連結 - 

神奈川後期高齢者医療広域連合 広域連合 比例連結 0.92％ 

株式会社パブリックサービス 第三セクター 全部連結 - 

一般財団法人逗子市渡邊利三奨学金財団 第三セクター 全部連結 - 

    「一般財団法人逗子市渡邊利三奨学金財団」は、令和4年度決算より連結対象としています。 

 

  ⑵ 出納整理期間 

    地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 なお、出納整理期

間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受

払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

  ⑶ 表示単位未満の取扱い 

   表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

 


